
 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市会第三定例会におい

て行われた決算特別委員会で

は、黒川まさる市議は自民党を

代表して総合審査の質問に立

ちました。この総合審査は横浜

市会では数少ない林市長と一

問一答で議論が出来る場です。 

大災害に対して市長は横浜

市のリーダーとして危機管理

をしっかりできるのか、都市の

個性が現れる文化観光政策を

どう捉えているのか、総合的な

人口減少対策、郊外部の活性化

など、将来の横浜のために今ど

のように政策を進めるべきか、

熱い議論がありました。 

 

 

 

Ｑ：台風24号は非常に強い勢

力で日本列島に大きな被害を

もたらした。横浜市内の被害状

況はどうだったのか。強風の被

害もあったが、屋外広告物の安

全確保はどうしているのか。 

A：軽症者2名、住居被害365

件、その他被害 610 件、停電

6.3万件が発生した。大きな屋

外広告は三年ごとの許可更新

時に自主点検を義務付け、商店

街では目視点検と注意喚起、建

築物の付属広告は専門家によ

る点検を実施している。 

Q:過去最大級という言葉が頻

発している台風や集中豪雨へ

の対応を今後どうするのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A:公共インフラを担う電力・鉄

道事業者との連携の強化、情報

の同時共有、市民への啓発と迅

速な情報提供を一層推進する。 

 

 

Ｑ：9月８日の臨港パークでの

『みなとみらいスマートフェ

スティバル2018』は、和楽器

コンサートと２万発の花火の

打ち上げだったが、市民への花

火の告知がなく、集客も中途半

端で観光関連事業者も戸惑っ

ていた。開催初年度の苦労もあ

ったろうが、次年度以降の告知

はどうするのか。せっかく開催

するなら多くの人に喜んでも

らえるイベントにして欲しい。 

Ａ：SDGs未来都市横浜の新た

なスタートを飾る取り組みと

して開催したが、安全確保の徹

底が求められ、対応に苦慮した。

来年はアフリカ開発会議やラ

グビーＷ杯など横浜に注目が

集まる年になるので、早い段階

からしっかりと告知をして、多

くの市民や来街者に楽しんで

もらえるイベントにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q：２０２０年ぴあが1万人規

模の、２０２１年にはケンコー

ポレーションが２万人規模の

アリーナが完成予定だが、既存

の施設と合わせて多くの集客

施設が集積する地区は日本で

も珍しい。オペラ劇場の計画も

あるようだが、ハード先行の感

がある。大きなハコモノを造る

だけでなく、ソフト戦略をしっ

かり打ち出してニューヨーク

のブロードウェイに匹敵する

ような、いつでも一流のエンタ

ーテイメントや舞台芸術、若者

たちのエネルギーが体感でき

る舞台など、幅広く鑑賞できる

街ヨコハマを創出して欲しい。 

Ａ：関内地区やみなとみらい地

区の既存の劇場やホールとも

連携した相乗効果を期待して

いる。ダンス・現代美術・音楽

のフェスティバルを３年周期

で開催しているが、子供たちに

も気軽に本物の文化芸術に触

れる機会や次世代の若者をは

ぐくむ活動なども積極的に行

っていきたい。 

Ｑ：横浜にはＡＫＢも吉本のお

笑い劇場も歌舞伎も劇団四季

もシルクドソレイユの劇場も

ない。大規模な施設だけでなく、

観光客や市民に身近なエンタ

ーテイメントに対しても助成

を行うとか、市民や学生たちの 



 

 

中から新たな劇団や芸術集団

が生まれて育っていくための

支援や、ブロードウェイにある

tkts のように様々な劇場の当

日券がその場でとかスマホで

入手できる工夫、既存の古い建

築物を劇場にリノベーション

するなど、やるべきこと・やれ

ることはたくさんあるはずだ。 

Ａ：東京が近すぎることもあり、

これまで横浜は舞台芸術やエ

ンターテイメントの業界など

にとって、やりにくい都市だっ

たと思う。新たな劇場もアリー

ナも単独で立地するのではな

く、周辺の集客施設と連携した

り、飲食店やホテルなどともコ

ラボして新たな横浜の楽しみ

方を創り出し、都市としての魅

力を高めていきたい。 

 

 

Ｑ：新たに生まれる南部市場の

賑わいエリアでは地元商店街

との連携や地域への貢献をど

う考えているのか。 

Ａ：商店街と連携したイベント

や地域の団体やＮＰＯによる

地産地消や食育のイベントや

ワークショップなどを行政と

事業者で検討している。 

Ｑ：横浜ベイサイドマリーナの

アウトレット施設は予定より

一年早く２０２０年春のリニ

ューアルオープン予定だが、地

域にとっての魅力は何か。 

A：これまでも中学生のコンサ

ート、産業団地や大学生と連携

した Aozora Factory などを

開催してきたが、地域との連携

やマリーナ施設を活用した海

と親しめるイベントなどは行

政も協力して進めていく。 

Q：開業２５周年の八景島も新

たな集客策が必要だが、どのよ 

 

 

 

 

 

うに取り組んでいるのか。 

Ａ：水族館の大規模リニューア

ルや体験型施設の導入のほか、

横浜市でもシーサイドトライ

アスロンやラグビー日本代表

戦のパブリックビューイング

などを開催している。 

Q：海の公園や金沢自然動物園、

鎌倉時代以来の歴史的資産も

含め、この3施設を含めた金沢

区を国内外から横浜市への観

光誘客に活用すべきだ。 

A：この3つの観光拠点は外国

人観光客をターゲットにして

いる。見学・買い物・体験など

異なるレジャーの魅力を一度

に楽しめるエリアとして、都心

臨海部と並ぶ横浜の観光施策

を支える重要エリアとして事

業者とともに取り組んでいく。 

 

 

Ｑ：郊外部の広い敷地の一戸建

ての住宅街の高齢化やスプロ

ール化を解消するために、建築

協定やまちづくりのルールを

見直して、敷地分割の制限緩和

や二世帯住宅が建てられるよ

うな取り組みは進んでいるか。 

 

  

働く世代のがん患者が定期的に

お笑いを楽しんだ場合の変化を研

究した大阪国際がんセンターの

『わろてまえ劇場』の取り組みを

がん撲滅議員連盟で視察しました。   

免疫細胞を出す能力が向上した

との結果もあり、今後の研究成果

が期待されます。笑顔あふれる生

活は日頃の健康にも大切ですよね。 

 

 

 

 

 

A：横浜市建築協定連絡協議会

と、建築協定地区における課題

把握を行うとともに職員や専

門家を地域に派遣して助言や

働きかけをしている。 

Ｑ：横浜市と京浜急行電鉄は協

定を交わし富岡能見台地区で

高齢化する地域の活性化に取

り組んでいるが、ぜひ成功事例

を作って市内の他の地域にも

広げて欲しい。 

Ａ：生活を支える拠点の整備や

空き家の有効活用、ゴルフカー

トを活用した新たな交通サー

ビスの実証実験、建築協定など

のルールの見直しも地域のみ

なさんと議論をしていく。青葉

区藤が丘では東急電鉄・昭和大

学とも協定を結び新たなまち

づくりを進める。各地での成功

事例を地域性に合わせて全市

的に展開していく。 
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Q：空き家や空き店舗を再生し

た『さくら茶屋』『森のお茶の

間』『ほっこり』といった市民

発意の拠点、行政主導の地域ケ

アプラザやコミュニティハウ

ス、小学校の学校運営協議会な

どを通じた小学生と地域の大

人たちとの交流などがあるが、

各拠点の連携・協力で相乗効果

を生み出すとともに、区役所が

その架け橋となるべきだ。 

Ａ：施設間での情報交換や人材

交流、課題の共有、施設の相互

利用などは進んでいる。地域で

活躍する人材や団体が連携し、

市民力を高めていくための人

づくりを地域とともに区役所

もかかわって進めていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ：横浜は核家族が多く、妊産

婦は不安を抱え、孤立しがち。

産後うつの未然予防など、どの

ように支援していくのか。 

Ａ：横浜市版子育て包括支援セ

ンターが妊娠期からの相談体

制を全区で充実させ、区役所と

子育て支援拠点が連携し、地域

社会に見守られ、安心して生み

育てられる環境を整えていく。 

Ｑ：地域社会と公立学校との連

携や協力によって地域全体で

子供の学びや成長を支える取

り組みをさらに推進すべきだ。 

Ａ：登下校の見守り、学校行事

のお手伝い、読み聞かせなどの 

 

 

 

 

学習支援、職場体験などを主導 

する地域学校協働本部を全校

に設置して推進していく。 

Ｑ：他都市と競争になるほど保

育士不足が深刻化しているが

横浜市の対応策はどうか。 

Ａ：宿舎の借り上げ、就職面接 

会の実施、修学資金の援助、処

遇改善、事業者へのコンサル派

遣など様々な施策で保育士確

保に全力で取り組んでいく。 

Q：小学生の放課後居場所事業

は、学校内での放課後キッズク

ラブが全校配置となるが、校外

での放課後児童クラブ（学童保

育）も家庭的な雰囲気の中で放

課後を過ごす場所としてしっ

かり支援するべきだ。 

A：運営補助の充実、人材研修、

労務相談、移転費補助など、子

供たちにとって安全安心な居

場所となる支援に取り組む。 

Ｑ：母親も父親も子育てしなが

ら働きやすい職場環境づくり

が大切だが、どのような『働き

方改革』を企業に対して働きか

けているのか。 

 

 

 

金沢区臨海部の工業団地では、

造成当初の経営者から次の世代へ

の世代交代が進み、新しい若い経

営者のみなさんによるシーサイド

フォーラムやAozora Factoryな

どを通じて各社が協力し合い、地

域貢献活動や共同事業、イベント

開催などの動きが活発です。横浜

市立大学や関東学院大学、研究機

関などとも連携した動きなど、新

しい成長の兆しが出始めています。 

 

 

 

 

Ａ：テレワーク、短時間勤務、

長時間労働の削減など、企業向

けセミナーや相談窓口を充実

させる。男性の育児や家事参加

や家事代行サービスなども奨

励している。 

Q：切れ目のない子育て支援、

子育てしやすい就労環境づく

りなどで、子供を産んでも安心

な環境を作り、出生率向上や若

い世代の転入を目指すべきだ。 

A：あらゆる政策を連動させて、

子供を産み育てやすい、誰もが

住みたい、住み続けたい横浜を

創出し、子育て世代の転入や出

生率の向上につなげていく。 

 

 

Ｑ：海外の大学への留学を希望

する横浜市立高校の生徒に対

して支援をするプログラム通

称ATOPの実績はどうか。  

Ａ：市立高校の一年生20人を

選抜し、英語力や自己表現力な

どを集中指導し、昨年は13名

が海外大学に合格し、4名が進 

学を決めている。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

Q：2020年から実施される新

しい大学入試制度では民間な

どで実施・評価されている英語

の資格・検定試験が活用される

ことになるが、この点も踏まえ

た英語力強化の取り組みをど

のように捉えているか。 

A：市立高校では民間の資格・

検定試験の受験費用を公費負

担にするとともに、会話力や筆

記力を活用する機会を増やし、

教員の研修も強化している。 

 

 

Q：国や他の自治体でも障がい

者雇用の数字のごまかしや、雇

用数不足が問題となった。横浜

市は充足していたが、横浜市の

外郭団体や、施設の指定管理を

受託している企業・団体では、

障がい者雇用の実態はどうか。 

A：障がい者雇用率達成が必要

な規模の外郭団体は20団体中

7団体が未達成、指定管理者は

126団体中56団体が未達成。 

Q：公共サービスを担う外郭団

体や指定管理者は、率先して障

がい者雇用に取り組むべきだ。

未達成の企業・団体に対しては

速やかに達成するように指導

するべきだ。 

Ａ：障がい者雇い入れ計画書の

提出を求めるとともに、障がい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

者就労支援センターなどを通 

じて支援・助言を行い推進して

いく。指定管理者の選定時には

障がい者雇用の達成状況を、評

価項目とする。 

 

ここに記載したものは、決算

特別委員会総合審査での質疑

の要約です。このほかにも、今

回の総合審査では、以下の通り

黒川まさる市議による質疑が

行われました。詳細については、

横浜市会のホームページから

議事録をご確認ください。 

〇平成２９年度決算と財政健

全化の取り組み。〇現在の市庁

舎街区の再整備と関内関外地

区の活性化。〇横浜トリエンナ 

 

 

 

                        

 全国の地方自治関係者による日

本最大の政策コンテスト『マニフ

ェスト大賞』の授賞式典が今年も

六本木ヒルズで開催され、横浜自

民党の『マニフェストサイクル』

の取り組みが特別賞を受賞しまし

た。政策マニフェストの発信⇒中

間検証⇒最終検証⇒次のマニフェ

ストの策定、というサイクルの確

立と、マニフェストに記載された

政策を各議員が質問で取り上げて、  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ーレがこれから目指す方向性。

〇横浜市立大学の学部再編成

と地域貢献。〇特別自治市実現

に向けた県からの権限委譲と

周辺自治体との広域連携。〇健

康寿命延伸のための横浜ウォ

ーキングポイント事業・地域で

の介護予防活動・受動喫煙防止

対策。〇寿命が近い街路樹への

対応や維持管理。〇洪水浸水想

定区域図の策定。〇がん検診受

診率５０％を目指した取り組

み。〇公民連携によるベトナム

での国際技術協力。〇ゼロカー

ボン横浜に向けた再生可能エ

ネルギーの活用。 

 

 

 

 

その後の行政の対応を検証してい

ることが評価されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


